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ー地域のレジリエンスを⾼め、関係⼈⼝を巻き込むためにー
「⾃助・共助のエコシステム構築による⾃治の進化と

それを⽀える中間⽀援機能の確⽴へ」
コロナ禍を切り抜け、契機としつついかにシステムの進化を促し

⾃律的な課題解決と未来への投資となる政策を仕掛けられるか

NPO法⼈ETIC. 代表理事 宮城治男
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挑戦が連鎖する地域への進化に挑む「ローカルベンチャー協議会」
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● 岡⼭県⻄粟倉村とNPO法⼈ETIC.が呼びかけをし、2016年9⽉に発⾜。各地域の⾃治体が、⺠間の中間
⽀援・コーディネート組織と協働推進体制を作ることを協議会参画の条件としてスタート。現在10⾃
治体が幹事⾃治体として参画。

● ローカルベンチャーの創造と推進に向けて「ともに学び、育て、広げる」ことを⽬的とした広域連携プ
ラットフォーム。

（事務局）

●その他の主な成果︓4年間で移住した起業型・経営型⼈材数 276⼈、⽵中⼯務店・⽇本郵便・VMware・NTTドコモなど企
業連携多数

協議会のミッション︓地域が持続的にまわっていくために、挑戦する⼈材への投資を続けていくこと
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ローカルベンチャー⾃治体化を⽀える中間⽀援機能・地域コーディネーター

地域
（企業・⾃治体等）

関係⼈⼝
（インターン・副業兼業・協⼒隊等）

協働プロジェクト

 ⼈材募集広報
 事前⾯談
 ⾯接サポート
 定期⾯談など

 仮説づくり
 プロジェクト設計
 ⼈材募集⽀援
 ⽬的すりあわせ
 定期⾯談など

中間⽀援機能
地域コーディネーター

（まちの⼈事部）

適切なサポート

担い⼿＝役割がある

© 2020 ETIC.  All rights reserved.
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能登半島で地域外のヨソ若者を活⽤した新たな地域活性化戦略。地
場産業を応援する「能登の⼈事部」で関係⼈⼝も拡充。

組織
概要

株式会社御祓川（⽯川県七尾市）
代表取締役社⻑︓森⼭奈美
設⽴︓平成11年6⽉23⽇ 専従スタッフ︓約5名
株式会社御祓川は、⺠間まちづくり会社です。
「⼩さな世界都市・七尾」の実現に向けてまちを育て、みせ
を育て、ひとを育てます。

事業
概要

●みせ育て課(飲⾷部⾨・物販部⾨)︓
直営店「ギャラリー葦」「まいもん処いしり亭」の運営、いしり・
もみいかの販売、能登スタイルストアの運営

●まち育て課(開発部⾨・ソフト部⾨)︓
川沿いの店舗開発、まちづくり計画の⽴案サポート、御祓川
浄化⽅策提案

●ひと育て課(ソフト部⾨)︓
能登留学︓実践型インターンシップで起業家精神を養うプ
ログラム
能登の⼈事部︓インターンシップのノウハウを活⽤し、地域
企業の新卒・中途採⽤、兼業副業⼈材の受⼊れ、社員研
修などにも取り組む。

特徴

・受け⼊れ先は能登の⾵⼟に根ざした地場産業・中⼩企
業
・実際に社会に働きかけ責任ある仕事を任される
・経営者と近い⽴場でリーダーの⼼意気や能⼒を学ぶ

「能登というフィールドで地域や
企業の課題解決に挑戦する」
というコンセプトで展開する能
登留学（実践型インターン
シップ）
http://notoryugaku.net/
notoryugaku

能登の⼈事部として、イン
ターンシップのノウハウを活⽤
し、地域企業の新卒・中途
採⽤、兼業副業⼈材、関
係⼈⼝の受⼊れ、社員研
修などにも取り組む。

七尾の代表的産業の⼀つ「和ろうそく」製造
販売を⼿がける⾼澤ろうそくも受け⼊れ企業。

学⽣のインターンシッ
プでテストマーケティ
ングを実施。その後、
社員を採⽤し本格
的に海外展開事業
を実施している。

© 2020  ETIC.  All rights reserved.事例紹介︓⽯川県七尾市 地域コーディネーターの役割と機能
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⾯⽩いまちにする「共犯者のような仲間」をつくる。協⼒隊と地域外の
若者を活⽤した新たな戦略。インターンで企業の経営⾰新も推進︕

組織概要
平成21年に⾏われた「農村回帰宣⾔」に基づき、市役所
内に設⽴されたプロジェクト（農村回帰⽀援センター）。移
住希望者に対するサポート態勢や⽀援制度、また市独⾃
の住宅整備により、移住・定住の促進を⽬指す組織。

⽵⽥市の
特徴

・⼈⼝約2万⼈(⼤分空港、熊本空港からともに2時間)
・市内に⼤学はなく、最も近い⼤学は⼤分市内やAPU等。
どちらも通学は困難（⾞で1時間以上）
・総務省「地域おこし協⼒隊」制度を活⽤し、OBOG含め
て市内に50名程度が在住。
・この5年間で200世帯400名以上が移住、空き家バンク
150件以上。定住継続率94％

農村回帰
⽀援業務

内容

・移住希望者との相談（家の世話、仕事探し等）
・地域おこし協⼒隊員の募集、期間中のサポート、起業の
⽀援 等
・実践型インターンシップのコーディネート＝中間⽀援機能と
しての役割・スキルの向上・地域事業者との接点づくり

これまでの
インターン
での実施プ
ロジェクト

 クリエイター×地域ツアーで町おこし! ⼈を呼び込む仕掛
け⼈募集（2名）

 おもしろ観光コンテンツ開発で ゲストハウスを城下町の
キュレーターに（2名）

 ⼝下⼿な縫製会社を救済! 地域内プロモーションで事
業活性化を⽬指せ（2名）

 1ヶ⽉間⽀配⼈に就任! 空き家を客室にしたホテルの魅
⼒向上プロジェクト（2名）

農村回帰
⽀援セン
ターによる
地域への

効果・影響

 インターン導⼊により新たな地域のニーズや課題の発
⾒・可視化（市役所、地域）

 企業が抱える課題も新たな⼈材と解決できる
 協⼒隊が企業への転職、活動中の協業も。
 ⽵⽥に移住したい希望者も増える（⾯⽩い企業やプロ

ジェクトの可視化＝「仕事」としての選択肢の増加）
 企業側の今後の⽅向性（例︓地域の課題解決に挑

戦したいこと）が把握できる
 インターンをやることで魅⼒的な企業が増える（＝⼈を

育成、活⽤できる企業）
 ⼤学がない町では受け⼊れ企業にとって⼤学⽣との接

点となる

⼤分県⽵⽥市

⼀般社団法⼈
農村回帰⽀援センター

移住コンシェルジュ1名
定住⽀援員2名

役所職員

協⼒隊OBの
創業者

市内の
中⼩企業
経営者

起業

移住希望・
関係⼈⼝
（5年間で400
名以上移住）

就職・転職
協業

（今後、兼業副
業にも挑戦）

⼤学⽣
実践型

インターン

地域おこし協⼒隊
約50名

※任期3年

サポート
1か⽉間、地域の
「社⻑の右腕」と
して⼊り込む。

⼆⼈三脚で新た
なプロジェクトを
創出（＝仕事の

種）を推進

募
集
・
サ
ポ
␗
ト

サポート
共同事業等

© 2020 ETIC.  All rights reserved.事例紹介︓⼤分県⽵⽥市 中間⽀援組織の役割と機能
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⾃治体が主導でコーディネートを開始。定住⽀援員・移住コンシェルジュをコーディネート化して「まちの⼈事
部」機能を担う（例︓⼤分県⽵⽥市）

地域おこし協⼒隊の隊員業務を「コーディネーター」と指定して⼈材を募集。
「まちの⼈事部」機能づくりを開始。（例︓秋⽥県⽻後町、茨城県北部等）

商⼯会議所・商⼯会×⾦融機関（地銀・信⾦）×⾃治体の連携等を通じてコーディネート機能を役割分担
（例︓⻑野県塩尻市︓商⼯会議所×市役所企画課

千葉県銚⼦市︓銚⼦円卓会議（市⻑、市役所、教育委員会、商⼯会議所、信⾦等）
兵庫県宍粟市︓市役所、商⼯会議所、信⾦）

⺠間企業、団体等で地域の「まちの⼈事部」機能 を⾃⽴継続的に担う。主な収⼊は企業からの課⾦。
（例︓⽯川県七尾市、岐⾩県岐⾩市、三重県四⽇市市、宮城県仙台市等）

⼤学が主導して地域コーディネート機能を担う。専任の教員・職員が必要。研究所等の組織活⽤も。
（例︓⾼知⼤学地域協働学部、北九州市⽴⼤学地域創⽣学群、関⻄学院⼤学ハンズオンラーニングセンター、⼤正⼤学地
域創⽣学部、宮崎⼤学地域資源創⽣学部）

【Ａ】⾃治体主導型

© 2020 ETIC.  All rights reserved.

【Ｂ】地域おこし協⼒隊制度活⽤型

【Ｃ】地域コンソーシアム型

【D】⺠間主導型

【E】⼤学主導型

ローカルベンチャー⾃治体化を⽀える中間⽀援機能の担い⼿



中間⽀援機能を⽀えるプラットフォーム「チャレンジ・コミュニティ・プロジェクト」
「地域プロデューサー」が、若者と企業、⾃治体、⼤学をつなぎ合わせ、地域経済の新たな担い⼿を輩出するプロジェクトです。

–⽇本全国を「チャレンジ・コミュニティ化」する-
【VISION】地域に関わる誰もが役割を持ち、地域課題解決に向けて、絶え間なく挑戦が⽣まれる社会をつくります。

【MISSION】地域の課題解決に挑む多様な当事者と若者をつなぎあわせ、そこから⽣まれる挑戦的なプロジェクトを育みます。

●全国の参画プロデューサー
（2019年度）

会員︓40団体
連携団体︓35団体

合計75地域と連携

●プラットフォーム
① 会員団体同⼠の研修、知恵、ノウハウの

交換の場づくり（集合研修（ギャザリン
グ）・コーディネーター研修・相互視察・年
次総会・オンラインサロン・ Slack上でのオ
ンラインコミュニティの運営）

② 会員団体の新規受付および申請・審査・
管理

③ 情報発信（チャレコミWeb・プロジェクトイ
ンデックス・Facebook等）

④ 会員同⼠の協働事業の促進
⑤ 新たな会員団体（地域の中間⽀援機

能）の発掘・育成
⑥ ネットワークの維持・拡⼤に資する資⾦調

達、協働パートナーとの連携 等

●多様な協働パートナー

7

© 2020 ETIC.  All rights reserved.

■協働プロジェクト例

毎回500⼈集客。30地域
が出展する⼈材マッチングイ
ベント。

1か⽉間、地域に住み込み
で経営者とプロジェクトに挑
戦する地域ベンチャー留学。

地域企業のプロジェクトに副
業で参画する⼈材のための
マッチングサイト。

ノウハウ交換と協働プロジェ
クトの種を育むため、全国の
パートナーが集う集合研修

⼆代⽬・三代⽬経営者らに
よる家業の成⻑⽀援を推進
するプロジェクト。

地域で新たな仕事を⽣み出
す「起業家」創出を⽬指す
プロジェクト

実施

-ローカルベンチャー創出⽀援
起業を⽬的とした養成講座の実施や創業後のサポート体制の整
備などを通じて、地域の新しい経済を⽣み出す⼟壌を育てる。

-実践型インターンシップ、キャリア教育

-地域内外の関係⼈⼝の創出及び移住・定住⽀援

-経営⾰新に資する⼈材の採⽤⽀援
地域中⼩企業が抱える課題への取り組みとして、社内の⼈材育成
の仕組みづくり採⽤のための戦略設計等を⾏う。

関係⼈⼝創出や移住・定住を希望する⼈材のサポートのため、地
域の最前線を伝える交流イベントや、現地を訪ねるプログラムなどを
実施。（UIJターン、グローバルターン、嫁・孫ターンの促進等）

地域資源や抱える課題から設計したプロジェクトに⼤学⽣とともに
挑み、具体的成果を⽬指す機会提供

-研修・講演・カリキュラム開発
単発から中⻑期的な取り組みとして各種テーマでの研修や講演、
学⽣への継続的な学ぶ機会の提供としてカリキュラム開発等も⾏っ
ています。

■コア事業

サポート

【事務局】NPO法⼈ETIC.（エティック）
担当︓柴沼・藤⽥・
〒150-0041 東京都渋⾕区神南1-5-7
APPLE OHMIビル4階
メール︓challenge-community@etic.or.jp



全国に広がる中間⽀援組織

地域で挑戦の機会を創出し、新しい経済・仕事を⽣み出すプレイヤーを応援。
挑戦の⽣態系を⽀える地域コーディネート機能の発掘、育成、協働。

太字︓2020年度チャレンジコミュニティプロジェクト会員団体
細字︓その他事業での連携コーディネート機関
下線︓ローカルベンチャー推進協議会参画⾃治体（ローカル事務局10団体） 8

01 北海道・札幌市｜NPO法⼈北海道エンブリッジ
02 北海道・浦幌町｜株式会社ノースプロダクション
03 北海道・下川町｜NPO法⼈森の⽣活/下川町産業活性化⽀援機構
04 北海道・厚真町｜厚真町役場/株式会社エーゼロ厚真
05 ⻘森県・⻘森市｜NPO法⼈プラットフォームあおもり
06 ⻘森県・⼋⼾市｜株式会社バリューシフト
07 岩⼿県・盛岡市/⼤船渡市｜NPO法⼈wiz
08 岩⼿県・宮古市｜NPO法⼈みやっこベース
09 岩⼿県・釜⽯市｜釜⽯市役所/釜⽯ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ推進委員会/株式会社ﾊﾟｿﾅ東北創⽣
10 秋⽥県・秋⽥市｜株式会社あきた総研
11 秋⽥県・⽻後町｜NPO法⼈みらいの学校
12 ⼭形県・鶴岡市｜サクラマスプロジェクト（株式会社キャリアクリエイト、合同会社work 
life shift)
13 宮城県・仙台市｜⼀般社団法⼈ワカツク
14 宮城県・⽯巻市｜⽯巻市役所/コンソーシアムハグクミ(⼀般社団法⼈ISHINOMAKI2.0、

合同会社巻組、⼀般社団法⼈イトナブ、⼀般社団法⼈⽯巻観光協会)
15 宮城県・⽯巻市｜⼀般社団法⼈フィッシャーマン・ジャパン
16 宮城県・気仙沼市｜合同会社colere、気仙沼市役所/⼀般社団法⼈まるオフィス/気仙
沼まち⼤学運営協議会
17 宮城県・⼥川町｜NPO法⼈アスヘノキボウ
18 宮城県・南三陸町｜株式会社ESCCA
19 福島県・県北/相双地区｜⼀般社団法⼈Bridge For Fukushima
20 福島県・相⾺市｜NPO法⼈相⾺はらがま朝市クラブ
21 福島県・葛尾村｜⼀般社団法⼈葛⼒創造舎
22 福島県・いわき市｜NPO法⼈TATAKIAGE Japan 
23 新潟県・⻑岡市｜(公)中越防災安全推進機構
24 ⽯川県・七尾市｜株式会社御祓川、七尾市役所/七尾街づくりセンター株式会社
25 ⽯川県・⾦沢市｜株式会社ガクトラボ
26 福井県・福井市｜株式会社akeru
27 ⻑野県・塩尻市｜塩尻商⼯会議所・塩尻市役所
28 茨城県・県北地域｜株式会社えぽっく
29 栃⽊県・宇都宮市｜NPO法⼈とちぎユースサポーターズネットワーク
30 埼⽟県・ときがわ町｜株式会社温泉道場
31 千葉県・鋸南町｜株式会社R.project
32 東京都・渋⾕区｜NPO法⼈ETIC.
33 東京都・豊島区｜⼤正⼤学地域創⽣学部
34 神奈川・横浜市｜NPO法⼈ETIC.横浜ブランチ
35 千葉県・銚⼦市｜銚⼦円卓会議
36 静岡県・熱海市｜NPO法⼈atamista
37 愛知県・名古屋市｜NPO法⼈アスクネット
38 愛知県・岡崎市｜NPO法⼈コラボキャンパス三河

39 岐⾩県・岐⾩市｜NPO法⼈G-net
40 岐⾩県・⾼⼭市｜NPO法⼈まちづくりスポット
41 三重県・四⽇市市｜⼀般社団法⼈わくわくスイッチ
42 三重県・尾鷲市｜尾鷲商⼯会議所
43 三重県・尾鷲市｜株式会社熊野古道おわせ
44 ⼤阪府・⼤阪市｜NPO法⼈JAE
45 奈良県・奈良市｜NPO法⼈ならゆうし
46 京都府・京都市｜株式会社ツナグム
47 京都府・与謝野町｜株式会社ローカルフラッグ
48 兵庫県・神⼾市｜NPO法⼈⽣涯学習サポート兵庫
49 兵庫県・宍粟市｜⼈財⼒フル活⽤プラットホーム推進会議（市役所・信⾦・商⼯会）
50 岡⼭県・岡⼭市｜NPOエリアイノベーション
51 岡⼭県・岡⼭市｜瀬⼾内海放送、KSBマーケティング・セールス岡⼭
52 岡⼭県・⻄粟倉村｜⻄粟倉村役場/エーゼロ株式会社
53 ⿃取県・⿃取市｜NPO法⼈学⽣⼈材バンク
54 島根県・松江市｜株式会社シーズ総合政策研究所
55 島根県・雲南市｜ NPO法⼈おっちラボ
56 ⼭⼝県・周防⼤島町｜株式会社ジブンノオト
57 徳島県・徳島市｜徳島⼤学（COC+推進コーディネーター）
58 徳島県・南部1市4町｜「四国の右下」若者創⽣協議会（徳島県庁南部総合県⺠局）
59 徳島県・上勝町｜上勝町役場/株式会社いろどり
60 徳島県・三好市｜WAKUWAKUHOUSE MATBA
61 愛媛県・松⼭市｜NPO法⼈Eyes
62 愛媛県・久万⾼原町｜久万⾼原町役場
63 ⾼知県・⾼知市｜⾼知⼤学
64 ⾼知県・四万⼗町｜⼀般社団法⼈いなかパイプ
65 福岡県・福岡市｜4TuneShape株式会社
66 福岡県・飯塚市｜株式会社ハウインターナショナル
67 熊本県・熊本市｜⼀般社団法⼈フミダス
68 熊本県・南⼩国町｜南⼩国町役場/株式会社SMO南⼩国
69 熊本県・球磨郡五⽊村｜株式会社⽇添
70 ⼤分県・⽵⽥市｜⽵⽥市・⼀般社団法⼈農村回帰⽀援センター
71 宮崎県・⽇南市｜⽇南市役所/創客創⼈センター
72 ⿅児島・⿅児島市｜株式会社マチトビラ
73 ⿅児島・⿅児島市｜⼀般社団法⼈⿅児島天⽂館総合研究所Ten-Lab
74 沖縄県・浦添市｜株式会社ルーツ
75 沖縄県・那覇市｜⼀般社団法⼈しまのわ

© 2020 ETIC.  All rights reserved.
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子連れ家族・若者のＵＩJターン・関係人口
地域留学・教育移住

（出生率・子どもの増加/人財確保）

地域で仕事を

つくる人を

育てよう！

地域へ仕事や

人（子育て世代や若者）を
呼び込もう！

学校をテコにした
人の流れ×人づくり短 長

人づくり

20年後を見据えた
持続可能な地方創生の実行へ

人の流れづくり

9
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生徒
（資質・能力育成）

社会

学校
（県立高校）

地域

内者 外者

（活用・挑戦・課題解
決）

（同質・地者・ローカル） （異質・よそ者・グローバル）

（例：市町村,塾,大学,NPO,民間
etc）

高校魅力化の要諦
コーディネート機能

10



◎オンラインも活⽤し地⽅⼤学・企業・卒業⽣等との連携を進めるとともに、
地域資源を活かした新たな学科の設置を促進

◎地⽅の魅⼒を発信し地域留学の流れを強⼒に推進するとともに、地域留学⽣の保護者等
による「ふるさと納税」、地域でのリモートワーク・ワーケーション、兼業・副業等を促進

コロナ禍を機に⼈材育成・還流エコシステムの構築へ
次代の⼈づくり・つながりづくり（関係⼈⼝）・⼈の流れづくりの創出

⼤学

企業
産業界

⾼校

出⾝者
卒業⽣会

卒業⽣の
関係・貢献機会の創出
◎卒業⽣コミュニティーを構築し
⺟校・⾼校⽣へのキャリア教育・

地域課題解決学習の⽀援を促進

出⾝者の
挑戦・成⻑機会の創出

◎出⾝県からのチャレンジファンド⽀援
と出⾝県での地⽅創⽣インターンシッ
プ（オンラインインターン含む）を推進

⼤学と
地域産業界の連携推進

◎地域でのリモートスタディー（地域でイン
ターンシップや調査研究をしながら⼤学授業
はオンラインで受講）を推進

地⽅⼤学と
地域⾼校の接続強化

◎オンラインも活⽤し地域⾼校のキャリア教
育・地域課題解決学習等と連携するとと
もに、地域⾼校からの⼊学枠を拡充

◎企業版ふるさと納税（⼈材派遣型含む）による産業界と地⽅⼤学・地域⾼校をつなぐ
コーディネート⼈材の配置⽀援

◎兼業・副業・リモートワーク等による社員の地域・教育参画へのインセンティブを付与

コーディネート⼈材

地⽅
公共団体

ふるさと納税

地域⾼校と地⽅⼤学・企業等の協働推進

企業・産業界による地域産業⼈材育成の促進

⼤学と
地域産業界の連携推進

出⾝者の
挑戦・成⻑機会の創出

卒業⽣の
関係・貢献機会の創出

地⽅⼤学と
地域⾼校の接続強化

■学校をテコにした人の流れ×人づくりのエコシステムの構築

11
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© 2020  ETIC.  All rights reserved.■関係⼈⼝と中間⽀援機能

受⼊地域
（⾃治体）

①そもそも、⾃分の地域
は何に挑戦したいのか、

課題は何か︖

②どのような協働プロジェ
クトを誰と実施したいの
か︖（なぜ関係⼈⼝な

のか）

⑤協働プロジェクトを
どのように進めるのか、

関わり合いの設計

企業・住⺠・
関係者の巻き
込み

協働プロジェクト⑥関係⼈⼝の受け⼊
れ体制 ＝中間⽀援

機能は︖

⑦継続の仕組みは︖

【地域】
関係⼈⼝・外部⼈材

関係⼈⼝・
外部⼈材 【都市】

広域的中間⽀援機関
（都市部の中間⽀援）
外注︖⾃前︖連携︖

④地域外からの関係
⼈⼝の集め⽅は︖

③関係⼈⼝のターゲット
は︖

担い⼿＝
役割づくり

中間⽀援組織
地域コーディネーター



小中高

キャリア
教育

大学生

実践型
インターン

若 者

課題解決
ビジネス創出

産 業

起業創業
事業承継

住民主体の
地域づくり

移住・定住

チャレンジ人材
のＵＩターン

⼩中⾼

⼤学⽣

若 者

産 業

移住・定住

地域⾃主組織

13

市内外企業

社会課題を解決
する新事業創出

企業チャレンジ

島根県 雲南市の事例 課題が⾃律的に解決し、⼈がつながる地域へシステムチェンジ

×企業
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島根県 雲南市の事例 住⺠⾃治の基盤
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＝⼩規模多機能⾃治

⽬的型組織

地縁型組織

⾃治会 町内会

ＰＴＡ

属性型組織

⼥性グループ
⾼齢者の会

消防団
営農組織
⽂化サークル

広域的な地縁組織
（≒⼩学校区域）

年代や性別、活動が異なる様々な組織や団体が
地縁でつながり、連携を深める

→それぞれの⻑所を活かし、補完し合う
⇒地域課題を⾃ら解決し、⾃地域の振興発展を

図る。

島根県 雲南市の事例 住⺠⾃治の基盤
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地域⾃主組織〜わしらにもっとやらせろ〜

⽔道検針と
⾼齢者の⾒守り

憩いの場づくり

⻩⾊い旗運動
（⾒守り）

買い物⽀援

島根県 雲南市の事例 住⺠⾃治の基盤
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おっちラボが⽬指す未来は、
⼈々が、暮らしと地域を、喜びとともに

⾃らつくっていける雲南市

そのために私たちは、
多様なチャレンジャーが挑戦する機会と

応援しあうコミュニティ
をつくります。

島根県 雲南市の事例 「おっちラボ」挑戦を⽀える中間⽀援組織
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卒業生約150名

【起業・事業化】
28件
中間⽀援ＮＰＯ法⼈
ペットグッズ商品化
市産品等のECショップ
カフェ開業
アレルギー対応⾷の発信
訪問看護ステーション
多⽂化共⽣サポート
コミュニティナース育成
買い物×リハビリの拠点
地産地⾷農家
建築デザイン事務所
実践型インターン
コミュニティ財団など

【家業承継】
３件

漬物店、養鶏業、クリーニング業

【プロジェクト】
約50件
 憩いの図書スペース
 名⼯の魅⼒発信
 弁当宅配業者と連携した⾼齢者⾒守り
 地域のコシヒカリで酒造り
 雲南医療体験ツアー
 空き家をリノベーョンしシェアオフィス
 ⼦どもの⾃然体験
 地域の未来を語る⾷事会
 伝統⽂化保全

島根県 雲南市の事例 「おっちラボ」挑戦を⽀える中間⽀援組織

卒塾生の活動例

18



19

看護の専門性を活かしながら、制度にとらわれることなく、
まちに出て自由で多様なケアを実践する医療人材です

元気なうちから住民と知り合い、
“毎日の楽しい”と“心と身体の健康と安心”を

住民と一緒につくります

コミュニティナースとは？コミュニティナースとは？



20

地域⾃主組織のフィットネスサロンをプロデュース

新市地区×コミュニティナース

20



21③光プロジェクト株式会社



⼤⼈チャレンジ

住⺠主体の地域づくり促進︕

⼦どもチャレンジ

将来を担う⼈材を育む︕

企業チャレンジ

新たな社会課題解決に挑戦︕

若者チャレンジ
地域をよくする仕事をつくる︕

○企業チャレンジ第1号として4者で連携協定締結
2019年4⽉11⽇に雲南市、ヤマハ発動機、⽵中⼯務店、
NPO法⼈ETIC.の4者による連携協定を締結しました。

○「地域おこし企業⼈」として派遣を受ける協定も締結
⽵中⼯務店社員の派遣を受ける協定も締結し、
雲南市ソーシャルチャレンジ特命官として
企業チャレンジ事務局を担当。
ＩＴ企業等とのつながりが出来つつある。

22

島根県 雲南市の事例 企業を巻き込む「ソーシャルチャレンジバレー」



シェアオフィス・ハウス

スローモビリティ

健康なコミュニティ

チャレンジ拠点

雲南市内全体に企業チャレンジを展開し、地域の課題の解決を⽬指します

23

島根県 雲南市の事例 企業を巻き込む「ソーシャルチャレンジバレー」
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地域おせっかい会議とは
まちの人の「強み」や「得意」を活かし合い、できることを相談・考案する場所。
町の人の元気のために「おせっかい」したい人が
「おせっかい」出来る人になる場所
「おせっかい」出来る人／範囲を増やす場所

おせっかい会議の可能性
おせっかい＝互助 を肯定し
おせっかいしたい意思を持つ人たちで
実際に互助を行動に移して行く場であり
市民の互助を強化しながら
こうなったらいいなという地域づくりを
強化/しなやかにしていく可能性があると
考えています

島根県 雲南市の事例 「地域おせっかい会議」のスタート
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地域おせっかい会議⽴ち上げメンバー

矢田 明子
コミュニティナースカンパニー株式
会社 代表取締役/NPO法人おっ
ちラボ 副代表

杉村 卓哉
光プロジェクト株式会社 代表取締
役/ショッピングリハビリカンパ
ニー株式会社代表取締役

高木 奈美
NALU助産院

中澤 ちひろ
株式会社Community Care 代表 /
コミュニティナースカンパニー株式
会社 取締役

幸雲南塾出身 幸雲南塾出身 幸雲南塾出身 幸雲南塾出身

雲南市郵便局
木次、三刀屋、加茂

だんだん号
移動販売車

• 高橋ママ（スナックイブ）
• 高野さん（理髪店）
• 新市いきいき会
• 斐伊地域づくり協議会
• 吾郷さん（佐世の葉 温灸院）

島根県 雲南市の事例 「地域おせっかい会議」のスタート



行政

雲南市
事業企画

or
特別目的

会社

投資機関

• 日本政策投資
銀行

• 山陰合同銀行

事業実施

• 地域おせっかい会議
• Community Nurse Company

• 光プロジェクト株式会社
• 株式会社Community Care

• 地域事業者
• 地域のおせっかいな人

受益者

• 雲南市民
(木次地域を中
心)

外部評価期間

島根大学
法経学科
毎熊ゼミ

雲南市医師会

雲南市立病院
事業管理者

アドバイザー

社会変革財団

事業委託＋
成果報酬の支払い 投資

配当
連携

おせっかい
健康/幸福度の変化
について評価

評価報告

実施体制案

それいいじゃん︕の数だけ
後押しするお⾦の流れを地⽅につける挑戦（成果報酬連動性）

島根県 雲南市の事例 「地域おせっかい会議」のスタート

26
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制度からこぼれる想いを情報共有し
難病の方の買い物支援

①買い物支援

難病になったため買い物が困難になったBさんは、スナック

のママ。「20周年までスナックを続けたい。買い物を続けた

い」という願いがありました。

以前はショッピングリハビリを利用していましたが、介護度

が上がりサービスの適応外に。

ショッピングリハビリを運営するおせっかい会議メンバーのA

さんが久しぶりにスーパーで見かけたBさんは「危なそうに

買い物をしている」状態だったとのこと。

スーパーの方やBさんのサービスに入っている訪問看護師

、最近独立して移動支援を始めた看護師などに呼びかけ、

Bさんの買い物を支援。

Bさんは「誰に相談しても何もできなかったけど、話を聞いて

、みんなが協力してくれて嬉しかった」と話されています。も

ともと人脈の多いスナックママのBさんもおせっかい会議の

メンバーとして活躍中です。

ショッピングリハビリスタッフAさん

協力者：スーパー、福祉事業者、移動支援事業者

島根県 雲南市の事例 「地域おせっかい会議」のスタート
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郵便局、地域の専門職で協働し
年金受給のついでに健康チェック

②まちの保健室 in 三⼑屋郵便局

おせっかい会議メンバーの郵便局長Cさんから「昔は賑
わっていた街なのに、歩いている人を見かけなくなった。
いつまでも自分の足で元気に郵便局に通って欲しい」「
郵便局の空きスペースを地域のために使いたい」とおせ
っかい会議に相談がありました。

おせっかい会議でさらにアイディアを出し合って出来上
がったのが、高齢者の来訪が一番多い年金受給日に合
わせた「まちの保健室」企画。

すぐにおせっかい会議メンバーを通じて協力者を集め、
保健師、福祉事業者、助産師、などのチームが結成。
当日は冬の寒い時期だったが、今までで一番多い約60
人の人が訪れ、健康相談や骨密度などのヘルスチェック
、川柳、談話を楽しみました。

三刀屋郵便局長Cさん

協力者：保健師、助産師、福祉事業者

島根県 雲南市の事例 「地域おせっかい会議」のスタート



参考 オーストリア「Dorferneuerung（村のリニューアル）」 © 2020 ETIC. All Rights Reserved.
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1980年代よりスタートしたオーストリアの農村支援政策。

基礎自治体単位で議論の場をつくり、住民ひとりひとりが意志をもち、まちづくりにコミットし、行政もその主体性を尊
重しつつ予算措置等でも支援していく仕組み。

若者が都市部に向かい、劣化・疲弊してゆく農村部で、その住民たちが「こんなふうに良くしよう」と話し合う場づくりを
支援し、実現を支える仕組みとして、個性ある美しい地域環境をキープし、インバウンド観光客等の巻き込みにも大
きく寄与し続けている。
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参考 オーストリア「Dorferneuerung（村のリニューアル）」
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